
株式会社 日本宝くじシステム 

Ⅰ 法人の概要（平成 28 年 4 月 1 日現在） 

1 所 在 地    東京都中央区京橋二丁目 5-7 日土地京橋ビル 

2 設 立 年 月 日    平成 4 年 5月 1 日 

3 代 表 者    代表取締役社長  嶋津 昭 

4 基 本 財 産    134,000 千円 

5 北九州市の出資金    2,000 千円（出資の割合 1.5％） 

6 役 職 員 数 

人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員  6 人 0 人 0 人  6 人 

常 勤  3 人 0 人 0 人  3 人 

非常勤  3 人 0 人 0 人  3 人 

職 員 27 人 0 人 0 人 27 人 

Ⅱ 平成 27 年度事業実績 

1 数字選択式宝くじ売上の概況 

数字選択式宝くじについては、インターネットによる全種類の本格販売実施など、継続して取り組

んだ結果、全体で 3,904 億円の売上を計上した。 

また、「ジャンボ」などの“紙くじ”を含めた宝くじの売上総額は約 9,154 億円と、数字選択式宝

くじの占める割合は約 43％となった。 

商品別では、宝くじ全体の売上が伸び悩む中、インターネット販売の効果もあり、「ナンバーズ」、

「ミニロト」は、前年度と同規模の売上、大型賞金タイプの「ロト 6」や「ロト 7」については、キ

ャリーオーバー発生有無による商品選択購入が進んだことなどから、「ロト 6」は売上減少となったも

のの、「ロト 7」は増加となった。 

    数字選択式宝くじ売上の推移                     （単位：百万円） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 増減額 増減率 

ナンバーズ 83,094 82,899 ▲ 195 ▲ 0.2%

ミニロト 25,604 26,089 485 1.9%

ロト 6 169,562 157,958 ▲ 11,604 ▲ 6.8%

ロト 7 119,771 123,407 3,636 3.0%

合計 398,031 390,353 ▲ 7,678 ▲ 1.9%
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2 その他 

⑴ システムの運用、改善 

平成 28 年 1 月 4 日より新システムでの運用に切り替えを行った。システム更改に伴い、インター

ネットによる販売も本格的に開始されるなか、当期においても引き続きシステムの安定的な運用に

努め、順調に稼動させることが出来た。 

⑵ 販売網の状況 

平成 28 年 3 月末時点における発券端末機の設置状況については、全国で 6,374 台設置しており、

チャネル別の販売シェアは、期末月においては 88.8％であった。 

また、金融機関ＡＴＭを活用した販売については、前年度に比べ、拠点数で、141 ヶ所増となり、

都市銀行及び地方銀行合わせて 27 行、5,750 ヶ所で取り扱っており、チャネル別のシェアは、期末

月において、8.3％であった。 

インターネット試行販売におけるチャネル別シェアは、期末月において 3.0％だった。 

⑶ インターネット販売 

平成 26 年 1 月から開始された「ナンバーズ」における試行販売の効果検証を行うとともに、平成

28 年 1 月からロト系商品を含めた全数字選択式宝くじの本格販売を行った。 

翌期は、取扱銀行が株式会社ジャパンネット銀行、株式会社みずほ銀行、楽天銀行株式会社の 3

行に、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及び株式会社三井住友銀行の 2行が順次加わり、全 5行での販

売を実施する。 

⑷ 事業計画の策定 

平成28年1月に新システムの運用を開始した。平成28年度から平成32年度を事業計画期間とし、

数字選択式宝くじの新商品の導入、インターネット専用くじの導入、長期視点くじの検討、長期的

なファシリティ更新計画の策定、次期システム更新等に取り組む。 

⑸ その他 

当期は「宝くじ新商品検討会」により検討が進められてきた新商品案について、全国自治宝くじ

事務協議会に設置された「宝くじ新商品導入委員会」において、課題の整理や商品仕様の検討、調

査を行った。 

その他ファンサービスの向上等、数字選択式宝くじの一層の発展に向けて、現状分析や意向調査

など、引き続き調査研究を実施した。 
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Ⅲ 平成 27 年度決算 

1 貸 借 対 照 表 

 （平成 28 年 3 月 31 日現在）(単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 
Ⅰ 流 動 負 債 

預 り 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税
未 払 費 用

流 動 負 債 合 計
Ⅱ 固 定 負 債 

消 費 税 未 払 金
固 定 負 債 合 計

3,910
710
0

398,993
403,613

208
208

負 債 合 計 403,821
純 資 産 の 部 

Ⅰ 株 主 資 本 
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
任 意 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

（うち当期利益 2 7 8）

134,000
0

84,177
80,000
4,177

純 資 産 合 計 218,177

Ⅰ 流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金
貯 蔵 品
前 払 保 険 料
前 払 金
前 払 費 用
未 収 収 益
未 収 金
繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産 合 計
Ⅱ 固 定 資 産 
1 有形固定資産 
器 具 及 び 備 品

有 形 固 定 資 産 合 計
2 無形固定資産 
電 話 加 入 権
その他の無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計
3 投資その他の資産 
敷 金

投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

98,825
28,239

99
75,676
476

287,041
39,670
26,423
556,449

385
385

1,328
9,922
11,250

53,914
53,914
65,549

資 産 合 計 621,998 負債・純資産合計 621,998

2 損 益 計 算 書  

 自 平成 27 年 4 月  1 日 

 至 平成 28 年 3 月 31 日(単位：千円) 

シ ス テ ム 事 務 委 託 費
通 信 費
機 械 保 守 費
業 務 委 託 費
広 告 宣 伝 費
顧 問 料 等
雑 費
減 価 償 却 費

営 業 費 用 計
営 業 利 益

1,955,881
1,756,593
662,023
136,347

455
335,981

161
674

6,618,482
▲4,000

Ⅲ 営業外収益 
受 取 利 息
雑 収 入

営 業 外 収 益 計
Ⅳ 営業外費用 

支 払 利 息 等
雑 損 失

営 業 外 費 用 計

45
13,574
13,619

0
5,171
5,171

経 常 利 益 4,448

税 引 前 当 期 純 利 益 4,448

法 人 税 等 710

法 人 税 等 調 整 額 3,448

Ⅰ 営業収益 
シ ス テ ム 運 用 収 入
端 末 使 用 料 収 入

営 業 収 益 計
Ⅱ 営業費用 

役 員 給 与
給 与 手 当
給 与 負 担 費
通 勤 手 当
退 職 金
法 定 福 利 費
福 利 厚 生 費
人 材 派 遣 費
研 修 費
旅 費 交 通 費
交 際 費
会 議 費
新 聞 図 書 費
水 道 光 熱 費
諸 会 費
不 動 産 賃 借 料
賃 借 料
保 険 料
租 税 公 課
消 耗 品 費

3,676,725
2,937,757
6,614,482

46,656
199,705
59,531
4,901
1,163
33,077
5,674
29,481
4,087
20,784
1,556
1,058
2,440
102,037
1,010
415,591
820,639

454
9,602
10,921 当 期 純 利 益 290
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Ⅳ 役 員 名 簿 

平成 28 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備     考 

代表取締役社長 嶋 津  昭  

代表取締役専務 菅  俊 一  

 代表取締役常務 松  井  多 美 雄  

取締役（非常勤） 篠 田 信 示 愛知県総務部長 

取締役（非常勤） 西 上 三 鶴 兵庫県企画県民部長 

監査役（非常勤） 稲 森 隆 司 大阪市財政局長 

監査役（非常勤） 米 澤 朋 通 福岡県総務部長 
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